
真岡市行政評価システム
評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移

名称

ア

イ

ウ

エ

オ

ア
イ
ウ
エ
オ

単位

②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

単位

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成29 平成30 05 02

栃木県企業立地促進協議会参画事業 産業部　商工観光課　工業係

E 地域と産業が調和する活力あるまちづくり

3 工業の振興

 

7.インターチェンジ周辺開発

事業特別会計
1.インターチェンジ周辺

開発事業費
1.インターチェンジ周辺

開発事業費
1.インターチェンジ周辺

開発事業費

■ 10

県内工業団地の早期分譲に向けて、栃木県が中心となり、県企業局、県土地開発公社、工業団地を持つ市町村が会員となり、それら会員から分譲面積に応じ負担金を徴収し、
会員相互の連携を密にしつつ、主に次の事業を行う。1)工業団地への企業誘導対策の検討、2)工業団地の造成及び産業基盤開発に関する調査研究、3)その他協議会の目的達成
のために必要な事業。具体的には各種イベントでの「広報宣伝事業」、産業団地説明会などの「誘致活動事業」、産業団地マップ等の作成により「広報宣伝資料作成事業」を行う
。会員数２９団体（栃木県、２４市町、宇都宮市街地開発組合、栃木県土地開発公社、民間事業者）。目的達成時に退会する。
負担金は、基本額８万円＋工場用地面積割額４万円（～Ｈ２８：８万円）で算出。

29年度実績

30年度計画

１　広告宣伝事業：航空写真撮影、企業誘致フェア（東京ビックサイト
）等への出展、日刊工業新聞（全国版）への広告掲載。
２　誘致活動事業：企業訪問、とちぎ企業立地・魅力発信セミナーの
開催（東京都内）、ＤＭの発送、研修会の開催。

１　広告宣伝事業：企業誘致フェア（東京ビックサイト）等への出展
、日刊工業新聞（全国版）への広告掲載。
２　誘致活動事業：企業訪問、とちぎ企業立地・魅力発信セミナーの
開催（東京都内）、ＤＭの発送、研修会の開催。

新工場あるいは新事業所を建設する意向を持つ企業及び、それら企業から
土地の検索を依頼されている企業（国内外）

より多くの立地を希望する企業や、立地情報が寄せられる銀行、大手建
設会社へ、本市工業団地情報を発信することにより、本市への立地を促す
。

第５工業団地、大和田産業団地に企業が新規に立地する。

26 27 28 29 30

負担金 千円 180 160 160 120 120

企業誘致セミナーの開催 回 2 3 2 2 2

各種イベントへの参加回数 回 6 4 5 1 1

企業訪問回数 件 476 674 576 579 570

26 27 28 29 30

セミナーの参加人数 人 128 216 162 208 200

イベントへの参加人数 人 149,355 76,920 101,230 176,627 170,000

アンケート回収数 件 493 438 218 140 140

26 27 28 29 30

情報を伝えることができた企業数 件 621 654 380 348 340

26 27 28 29 30

立地企業数 社 3 2 2 3 0

26 27 28 29 30

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

180 160 160 120 120

180 160 160 120 120

2 2 3 3 2

50 50 50 50 50

211 210 208 208 208

391 370 368 328 328

第５工業団地、大和田産業団地分譲に伴い、企業誘致を有利に進めるべく参加。

北関東自動車道の全線開通（平成２３年３月１９日）という明るい材料も、東日本大震災（平成２３年３月１１日）や、それに続く原子力災害や電力値上げ等により、企
業の国外進出が加速した。その後、アベノミクスによる円高効果により、一部企業の国内回帰が始まっている。また、工業団地を分譲している県企業局や県土地開発公
社、さらにはそれらの工業団地の存在する市町村との企業誘致競争が激しく行われている。

議会から、早期完売に向け情報収集、PR活動を積極的に行うよう要望あり。


